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続可能な開発の 3 原則」をまとめている。彼は、消費される資源を 3 種類に分類し、「原則(1) : 




「ナチュラノレステップ (the NATURAL STEP) J は、「持続可能な社会システム」の総括的な原
則を 4 つのシステム条件に集約し、提言を行っている。

























単位は、①物質系 (C02、 NOx， SOx など (t、 kg) )、②エネノレギ一系(消費エネノレギー (Mcal，






























公式」に注目した。 rrPAT 公式 (IPA T Equation) J は、ポーノレ・エリック (Paul Ehrlich) とジョ
ン・ホノレドレン(John Holdren) によって提案された。基本式では、環境への影響(I)は、人口 (P)
の項と豊かさ (A) の項と技術 (T) の項が掛け合わされた結果として求められる。
rIPAT の公式」の基本式は、
1 = P ・ A'T=C'T
と記述される。
(式 5-2-1






































環境負荷評価式として使用する IPAT 公式の、構成項目である「人口 (P) J、「豊かさ (A) J、「技
術(環境負荷低減技術) (T) J に、構造システムの構成レベル別に関係する項目を反映させる。
建築の「構造システムj の階層構造に注目し、式を展開すると下式のように表記される。(式 7-
1-1) 
環境負荷(I) =人口 (P) x 豊かさ (A) x 技術 (T)
=地域の住宅関連の二酸化炭素排出量 (kg-C02)
=地域人口(人)
x 一人当りの床面積 (m2/ 人)




x 住宅タイプ別一人当りの床面積 (m21 人)
x 住宅タイプ別床面積当りの CO2排出量 (kg-COlm2) ) 
=工(構造タイプ別地域の居住者数(人)
x 構造タイプ別一人当りの床面積 (m21 人)
x 構造タイプ別床面積当りの CO2排出量 (kg-C02/m2) ) 
=エ(住宅タイプ別構造タイプ別地域の居住者数(人)
x 住宅タイプ別構造タイプ別一人当りの床面積 (m21 人)
x I (住宅タイプ別構造タイプ別床面積当りの部材使用量 (kg/m2)
x 部材の単位重量当りの CO2排出量 (kg-COlkg)) 
=エ(住宅タイプ別構造タイプ別地域の居住者数(人)
x 住宅タイプ別構造タイプ別一人当りの床面積 (m21 人)
x I (住宅タイプ別構造タイプ別床面積当りの材料使用量 (kg/m2)























量 (Mcallm2) と二酸化炭素排出量 (kg-COlm2) を計算した。
第 8 章構造システムの持続可能性評価














る 。 この境界面が平面(他の条件によって境界面 図8.1.2 持続可能性達成の概念
が影響を受けない)と仮定すると、評価対象は(図8. 1.2) に示すような境界面で区切られた 8 つの
領域のどこかに位置することになる 。 この 8 つの領域の中で持続可能な条件を満たすのは青線で固








また、その許容値は、地域の森林で吸収される 1 年当りの二酸化炭素量に対して、 二酸化炭素排
出量がどの程度かによって評価を行う 。 ここで、 ①日本の総森林面積は24，864，800ha、 ② 森林よ
る CO2 吸収量 5.2 (t-C02 /ha/ 年)、③ 日本の人口は 12，756，6000人であることから、④ 一人当
り吸収可能な CO2 量は、 1013.57 (kg-C02 / 年/人) となり、⑤ この値に全生活エネノレギーに対
する住宅建設の消費エネノレギーの割合4.57% (木造軸組工法)を掛ければ、 ⑥ 一人当りの建築の
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の向上J I公平性の実現J I環境への影響の削減」の 3 つの条件を考察した。第 4 章では「構造シス
テム」の構成要素を、材料、部材、架構、建築、地域の各々の構成レベルでとらえた評価をおこなっ
た。第 5 章では環境への影響を複数の因子で評価する方法として、 IIPAT 公式」の適用を提案し、
広範囲の要因を考慮することで、要因相互の関係と時間的影響を評価することを可能にし得る事を




人当り及び延床面積 1 平方メートノレ当りの環境負荷を計算する方法を示した。第 8 章では耐用年数
を変化させた場合の効果を示した。 9 章(終章)では、地域毎の居住者一人当りの二酸化炭素排出
量のばらつきから不公平性を求め、その評価方法が有効であることを示した。
以上、本論文は「持続可能な社会」の実現に向けて、現代の建築が抱える矛盾点である「生活の
質の向上」とそれが「住環境の改善」にもたらすポジティブな役割、その結果引き起こされる「環
境問題」の原因としてのネガティブな側面をどのように解析するのかについて新しい知見を提供し
た。審査委員会では公平性の評価に関して考察が若干不十分であるとの指摘もなされたが、論文全
体については非常に高い評価が与えられた。
本論文は、松本年史が今後自立して研究活動を行うに必要な高度の研究能力と学識を有すること
を示しているものである。よって、本論文は博士(国際文化)の学位論文として合格と認める。
一 56
